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         金融・経済人のための専門情報誌 

週刊 金融財政事情 

  

本誌は１９５０年に創刊され、６０年以上の長い歴史をもっています。 

創刊以来、金融経済界人にとって不可欠な情報源として高い信頼感のもと

に幅広く支持されてまいりました。 

 本誌の特色は信頼できる情報、先見性ある問題提起にあります。 

他誌や他の媒体の追随を許さない正確・タイムリーな金融行政情報や注目

金融機関経営戦略、世界の金融ビジネストレンドの多角分析など、正確な

事実に基づく洞察と構想力が専門情報誌として高く評価され、金融界を担

う多彩な人材が的確にサポートを期待している情報誌です。 

 金融行政やマクロ経済政策、先進金融機関の経営・業務戦略の動向や方

向性を具体的に掘り下げ、多角的に分析する特集記事。重要政策や行政の

基本方針、新しい制度の内容について、政策立者がタイムリーかつ詳細に

説明し、注目される金融機関の業務運営や営業戦略を当事者がわかりやす

く解説、金融機関の経営・財務状況を丁寧に分析する解説・論考、他メデ

ィアがとらえきれないニュースの裏側に隠された深層を浮き彫りにし、

「より鋭く、より深く」問題の本質に迫るニュースの盲点解説、金融界の

議論をリードする一流執筆陣によるコラム。切れ味鋭い分析力と問題提起

がちりばめられた内容は金融機関トップや行政当局幹部からも高く評価さ

れています。先見性に富んだ信頼のおける情報を発信し続けていることで、

最も信頼性が高い金融情報誌として高い評価と支持を得ています。 

この金融機関の経営トップから部門責任者である役員・部長、経営･業務

を推進･サポートする本部スタッフ、第一線の支店長から現場マネージャー、

新金融人まで金融人が本誌の中心読者を構成しています。加えて、財務省・

金融庁をはじめとした行政官庁、日本銀行、商社、一般企業、大学、研究

機関など、経済界・政官学界・法曹界にも広く浸透しており、幅広い読者

層に支持されています。特に本誌の最大の特徴ともいえるのは、これら対

象機関のトップをはじめとしたマネジメント層からとりわけ大きな支持を

得ている点にあります。頭取、理事長はもちろんのこと、役員や本部の部

長、営業店長の座右の必読誌と位置付けられています。 

したがって、広告効果は大きくその持続性もきわめて高いものです。 本

誌に対する読者の信頼を、媒体効果として活用されることをお薦めします。 
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週刊 金融財政事情 

 

≪業種別配布状況≫ 

 

 

総発行数   ４５，3００部 

 

 

毎号「週刊金融財政事情」は２３７，０００人に閲覧されています！ 

 

 

本誌を購読中の金融機関１５０行６４９人に対してアンケート調査

を試みました。その結果、回覧の最も比重の高いのは３人（30.6％）、

ついで 4 人（25.3％）、5 人（24.7％）の順で、4 人以上の回覧率は、

実に７０％に達しております。 

 本誌の回覧の特長としては、本部、本店、支店を問わず、決 

裁権をもつ役員・役席者に多く読まれていることです。 
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週刊 金融財政事情 

 

≪定期購読全国分布状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国 

 

3.8％ 

 

 

 

九州 

 

 

 

5.3％ 

 

 

 

 

四国 

 

3.4％ 

 

北陸・信越 

        

4.1％ 

 

 

近畿 

 

 

 

8.6％ 

 

 

 

東海 

 

9.5％ 

 

北海道 

 

1.2％ 

 

東北 

 

6.2％ 

 

沖縄 

 

0.6％ 

 

関東 

 

55％ 

 

海外 

 

2.3％ 
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週刊 金融財政事情 

 

発   行  社団法人 金融財政事情研究会 

発 行 日   毎週    月曜日 発行 （年間 48 週） 

発 売 日   発行日前週 木曜日 発売 

原稿締切日   毎号 発売日の 28 日前 

発行部数    ４５，３００部 

 

広 告 掲 載 料 金 表                 

 

掲載面 

 

スペース 

 

色 

 

料金（円） 
 

    消費税別     

サイズ（ミリ） 

天地×左右 

表 ４ １Ｐ ４Ｃ ５５０，０００ ２４２×１７０ 

表 ２ １Ｐ ４Ｃ ４５０，０００ ２５７×１８２ 

表 ３ １Ｐ 

１Ｐ 

４Ｃ

１Ｃ 

４００，０００ 

３００，０００ 
２５７×１８２ 

前 G 

表２対向 
１Ｐ ４Ｃ  ３８０，０００ ２５７×１８２ 

前 G 

本文対向 
１Ｐ ４Ｃ ３７０，０００ ２５７×１８２ 

中 Ｇ 
１Ｐ 

１Ｐ 

４Ｃ 

１Ｃ 

３６０，０００ 

２６０，０００ 
２５７×１８２ 

中 Ｇ 

見開き 
２Ｐ ４Ｃ ７２０，０００ 

天地２５７× 

左右(182＋３)×２ 

見開き原稿の場合は、本誌が無線閉じの為、左右いずれの頁も見開き中心線から 3 ミリづつ 

合計 6 ミリの断裁の為の白をとってください。又は、右頁・左頁をそれぞれに分けて 257×182 で

作成してください。中央の断裁分を切落として使用する場合は、257×370 で作成してください。 

本 文 １Ｐ 

ヨコ１／2 

タテ１／3 

ヨコ１／４ 

１Ｃ 

１Ｃ 

１Ｃ 

１Ｃ 

２００，０００ 

１２０，０００ 

９０，０００ 

７０，０００ 

２５７×１８２ 

１０３×１４７ 

２１４× ４５ 

 ４４×１４７ 
                  

＊1 表４天地サイズは奥付(左)バーコード(下)スペースを考慮して上記サイズ 

広告窓口（広告総代理店） 

株式会社 金財エージエンシー 

〒160-0012 東京都新宿区南元町１７―３８第二金融財政ビル 

TEL 03－3355－1618  FAX 03－5269－4744 

 

※1  
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社団法人 金融財政事情研究会 発行 
 

【定期刊行誌】 
 
 
金融・経済人のための専門情報誌 

週刊 「金融財政事情」              1950 年創刊 
金融庁をはじめとした行政官庁、日本銀行、金融機関、商社、一般企業、大学、研究機

関など、政財学界・法曹界の幅広い読者層が支持。特に、金融機関のトップをはじめとし

た首脳・幹部、すなわち金融界マネジメント層からはとりわけ大きな支持を得ており、頭

取、理事長はもちろんのこと、役員や本部の部長、営業店長の必読誌と位置付けられて

います。 

 

金融実務関係者必携の法律実務情報誌 

「金融法務事情」 毎月 10 日・２５日発行        1953 年創刊 

金融機関のリーガル部門や融資部門、各本・支店での必備・必読の専門誌として幅広く

活用されております。 

 

登記実務をリードする専門情報誌 

月刊 「登 記 情 報 」              1961 年創刊 
司法書士、土地家屋調査士、弁護士事務所、金融機間、裁判所、大学など幅広い読者

層をもつ、登記実務をリードする専門情報誌です。 

 

債権管理・回収実務に携わる実業家のための情報誌 

季刊 「事業再生と債権管理」           1978 年創刊 

事業再生と信用リスク管理の実務に焦点を絞り、年４回発行しています。債権回収の極

大化と再生ビジネスのノウハウ満載の情報誌です。 

 

クレジット＆ローン総合情報誌 

月刊 「消費者信用 」                 1983 年創刊 
クレジット・ローンビジネス業界や、財務省・金融庁・経済産業省等の行政官庁から、「経

営トップから企画スタッフ、新入社員までの必読誌」と位置付けられ、消費者信用にかか

わる様々な分野へと浸透しています。 

 

ファイナンシャル・プランナーのための実務情報誌 

「ＫＩＮＺＡＩ ファイナンシャル・プラン」       1989 年創刊  

ファイナンシャル・プランナー本人や関係する法人・部署をターゲットとする実務情報誌

です。 


